平成１８年度事務事業評価の結果概要


　事務事業評価システムに基づいて評価した結果、１５０の事務事業、７０の補助金を見直し

て、一般財源ベースで２８億円７千余万円の財源を確保しました。
1　事務事業評価システムとは

　本県では、政策推進マネジメントシステムに基づき、事務事業評価システム、公共事業評価システム、新規事業評価システム、施策評価システムの４つのシステムからなる「政策評価システム」を実施し、県民への説明責任の向上、県民の県政への参加の促進、政策の質の向上、事務事業の整理合理化を進めています。

そのうち、事務事業評価システムは、当初予算に計上された事務事業について、その有効性等をできる限り客観的な指標を用いて評価するシステムです。

2　評価の結果 （集計表）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：件、千円
	
	件　数
	事　業　費
	うち一般財源

	
	廃　　　止
	142
	8,621,805
	2,169,615

	
	うち補助金
	43
	4,068,352
	1,120,997

	
	縮　　　減
	78
	872,280
	709,704

	
	うち補助金
	27
	447,720
	346,637

	
	　 計
	220
	9,494,085
	2,879,319

	
	うち補助金
	70
	4,516,072
	1,467,634

	(参
	考)１７年度
	204
	5,246,298
	3,252,897

	
	うち補助金
	65
	2,679,114
	2,438,541


３　評価対象事業数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：件

	総数　　1,295
	一般会計
	特別会計
	企業会計
	※見直しを行った220の事業　

　はすべて一般会計

	
	1,259
	24
	  12
	


　　注) 今回、事務事業カルテの作成を省略している事務事業についても、一部、評価見直しを実施したほか、同一カルテ内に複数の見直し事業があるなどにより、カルテの件数とは合致しません。













































－６－

